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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第54期 

第３四半期連結 
累計期間 

第55期 
第３四半期連結 

累計期間 
第54期 

会計期間 
自平成27年３月１日 
至平成27年11月30日 

自平成28年３月１日 
至平成28年11月30日 

自平成27年３月１日 
至平成28年２月29日 

売上高 （千円） 9,939,443 9,579,498 13,611,150 

経常利益 （千円） 403,984 56,323 410,730 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 246,536 42,921 330,906 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △37 △240,968 △1,009,606 

純資産額 （千円） 7,736,450 6,379,427 6,726,710 

総資産額 （千円） 13,986,433 12,531,499 12,907,386 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 28.26 4.92 37.93 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 55.3 50.9 52.1 

 

回次
第54期

第３四半期連結
会計期間

第55期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年９月１日
至平成27年11月30日

自平成28年９月１日
至平成28年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.88 1.24 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

    ４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

    ５．「役員向け株式交付信託」に残存する自社の株式は、第55期第３四半期連結累計期間及び第55期第３四半期

連結会計期間の１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に

含めております。 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

  なお、第１四半期連結会計期間において、株式会社ツインバードサービス、株式会社マインツを新たに設立し、連

結子会社としております。

- 1 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析 

   当第３四半期連結累計期間における売上高は9,579百万円となり、前年同期比359百万円の減収（増減率

△3.6%）となりました。家電量販チャネルにおいては個人消費の節約志向や天候不順等により依然として厳しい

状況が続いており、加えて一部の大型新商品及びＯＥＭ製品が計画より遅れたことなどにより減収となりまし

た。また期中において円高が進行したことにより、海外売上高の円換算額が当初計画より減少したことも影響し

ております。 

   営業利益は289百万円となり、前年同期比130百万円の減益（増減率△31.1%）となりました。以前から継続し

て営業ポートフォリオの見直し、付加価値の高い新商品投入、品質改善・製造原価低減等を進めておりますが、

純売上高の減少や新商品投入に伴う開発費、広告費等の増加などにより減益となりました。 

   経常利益は56百万円となり、前年同期比347百万円の減益（増減率△86.1%）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は42百万円となり、前年同期比203百万円の減益（増減率△82.6%）となりました。当第３四半期では円相場

が概ね円高に推移したことにより150百万円のＵＳドル資産等に対する為替差損が発生しており、大きな減益要

因となりました。 

 

   （２）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 （３）研究開発活動

   当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は475百万円であります。

   なお、当第３四半期連結累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 34,000,000

計 34,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年１月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,030,000 9,030,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 9,030,000 9,030,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

   該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式 
総数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額

（千円）

資本準備金 
残高

（千円）

 平成28年９月１日～

 平成28年11月30日
－ 9,030,000 － 1,742,400 － 1,748,600

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  28,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,994,000 89,940 －

単元未満株式 普通株式   8,000 － －

発行済株式総数 9,030,000 － －

総株主の議決権 － 89,940 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式280,000株（議

決権の数2,800個）が含まれております。

   ２．平成28年７月14日開催の取締役会において、平成28年９月１日より単元株式数を1,000株から100株に変更する

ことを決議いたしました。

 

②【自己株式等】

平成28年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

ツインバード工業㈱
新潟県燕市吉田西太田

字潟向2084-２
28,000 － 28,000 0.31

計 － 28,000 － 28,000 0.31 

（注）役員向け株式交付信託が保有する当社株式は、含まれておりません。

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年９月１日から平

成28年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年２月29日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年11月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,170,347 1,967,898 

受取手形及び売掛金 2,504,618 2,346,977 

商品及び製品 2,127,736 2,327,686 

仕掛品 236,617 286,742 

原材料及び貯蔵品 334,498 431,506 

為替予約 495,556 － 

その他 378,090 342,935 

貸倒引当金 △9,929 △1,240 

流動資産合計 8,237,536 7,702,505 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 4,159,333 4,342,364 

減価償却累計額 △2,867,912 △2,929,629 

建物及び構築物（純額） 1,291,421 1,412,734 

機械及び装置 573,033 589,033 

減価償却累計額 △532,225 △536,443 

機械及び装置（純額） 40,808 52,590 

金型 1,290,161 1,473,905 

減価償却累計額 △1,202,627 △1,264,718 

金型（純額） 87,533 209,186 

工具、器具及び備品 531,218 546,602 

減価償却累計額 △411,339 △427,811 

工具、器具及び備品（純額） 119,879 118,791 

土地 2,056,499 2,056,499 

建設仮勘定 22,699 48,252 

その他 1,457,994 1,610,430 

減価償却累計額 △973,865 △1,148,877 

その他（純額） 484,129 461,552 

有形固定資産合計 4,102,970 4,359,608 

無形固定資産 120,746 118,822 

投資その他の資産    

投資有価証券 199,332 179,783 

その他 247,821 171,542 

貸倒引当金 △1,021 △763 

投資その他の資産合計 446,132 350,561 

固定資産合計 4,669,849 4,828,993 

資産合計 12,907,386 12,531,499 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年２月29日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年11月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 274,404 465,019 

短期借入金 1,200,000 400,000 

1年内償還予定の社債 70,000 60,000 

1年内返済予定の長期借入金 628,887 878,880 

リース債務 244,274 201,700 

未払法人税等 137,996 － 

未払消費税等 96,961 3,944 

賞与引当金 67,858 － 

リコール損失引当金 5,056 2,955 

製品補修対策引当金 24,703 13,785 

その他 494,701 615,497 

流動負債合計 3,244,843 2,641,782 

固定負債    

社債 30,000 － 

長期借入金 2,054,816 2,844,465 

リース債務 320,622 313,076 

退職給付に係る負債 178,999 209,740 

役員退職慰労引当金 48,260 － 

株式給付引当金 － 13,125 

資産除去債務 20,100 20,100 

その他 283,034 109,782 

固定負債合計 2,935,832 3,510,289 

負債合計 6,180,676 6,152,071 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,742,400 1,742,400 

資本剰余金 1,748,600 1,834,238 

利益剰余金 3,118,279 3,055,137 

自己株式 △39,337 △125,226 

株主資本合計 6,569,942 6,506,549 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,415 830 

繰延ヘッジ損益 168,968 △89,224 

為替換算調整勘定 51,536 22,296 

退職給付に係る調整累計額 △66,152 △61,025 

その他の包括利益累計額合計 156,768 △127,122 

純資産合計 6,726,710 6,379,427 

負債純資産合計 12,907,386 12,531,499 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年３月１日 

 至 平成27年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
 至 平成28年11月30日) 

売上高 9,939,443 9,579,498 

売上原価 7,109,241 6,776,653 

売上総利益 2,830,202 2,802,845 

販売費及び一般管理費 2,409,294 2,512,923 

営業利益 420,907 289,921 

営業外収益    

受取利息 260 816 

受取配当金 4,679 4,126 

為替差益 66,718 － 

その他 5,328 7,900 

営業外収益合計 76,988 12,843 

営業外費用    

支払利息 19,482 20,917 

売上割引 69,152 74,603 

為替差損 － 150,903 

その他 5,276 16 

営業外費用合計 93,911 246,441 

経常利益 403,984 56,323 

特別利益    

固定資産売却益 2,235 － 

投資有価証券売却益 24,788 37,646 

特別利益合計 27,024 37,646 

特別損失    

固定資産処分損 2,823 13,286 

ゴルフ会員権売却損 4,705 － 

その他 294 77 

特別損失合計 7,824 13,364 

税金等調整前四半期純利益 423,184 80,605 

法人税等 154,371 37,683 

過年度法人税等 22,276 － 

四半期純利益 246,536 42,921 

親会社株主に帰属する四半期純利益 246,536 42,921 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年３月１日 

 至 平成27年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
 至 平成28年11月30日) 

四半期純利益 246,536 42,921 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 28,640 △1,585 

繰延ヘッジ損益 △271,576 △258,192 

為替換算調整勘定 △6,041 △29,240 

退職給付に係る調整額 2,402 5,127 

その他の包括利益合計 △246,574 △283,890 

四半期包括利益 △37 △240,968 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △37 △240,968 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 第１四半期連結会計期間において、株式会社ツインバードサービス、株式会社マインツをそれぞれ設立したた

め、連結の範囲に含めております。 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当

該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行ってお

ります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によって

おります。

 

（追加情報）

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度の導入） 

 当社は、平成28年５月27日開催の第54期定時株主総会決議に基づき、第１四半期連結会計期間より、当社取締役

（社外取締役及び監査等委員である取締役を除きます。以下も同様です。）を対象とする業績連動型株式報酬制度

を導入しております。 

 

 １．取引の概要 

  本制度は、対象取締役に対し、業績達成度等一定の基準に応じて当社が各対象取締役に付与するポイントに基

づき、信託を通じて当社株式を交付するという、業績連動型の株式報酬制度です。

  本制度導入に当たっては、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、対象取締役に

株式を交付するという、役員向け株式交付信託の仕組みを採用します。 

  なお、対象取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として対象取締役の退任時です。 

 ２．会計処理

  株式交付規程に基づく当社取締役への当社株式の給付に備えるため、当第３四半期連結累計期間における株式

給付債務の見込額に基づき、費用及びこれに対応する株式給付引当金を計上しております。

  なお、当第３四半期連結会計期間末に役員向け株式交付信託が保有する当社株式は、総額法の適用により、四

半期連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として計上しており、帳簿価額（付随費用の金額を除く。）は

121,600千円、株式数は280,000株であります。

（役員退職慰労金制度の廃止） 

 当社の役員退職慰労引当金については、従来、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しておりましたが、平成28年５月27日開催の第54期定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を

廃止しております。

 同制度廃止に伴い、在任期間に対する役員退職慰労金の打ち切り支給を同総会で決議し、役員退職慰労引当金残

高49,500千円を固定負債の「その他」に計上しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

    該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

    該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

   
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年３月１日
至  平成27年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年３月１日
至  平成28年11月30日）

  減価償却費 320,724千円 366,364千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年11月30日）

配当に関する事項

（１） 配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成27年５月22日

株主総会
普通株式 39,255 4.5 平成27年２月28日 平成27年５月25日 利益剰余金

 平成27年10月13日

取締役会
普通株式 26,169 3.0 平成27年８月31日 平成27年11月17日 利益剰余金

 

     （２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期 

間末後となるもの

        該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年３月１日 至 平成28年11月30日）

配当に関する事項

（１） 配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成28年５月27日

株主総会
普通株式 61,054 7.0 平成28年２月29日 平成28年５月30日 利益剰余金

 平成28年10月13日

取締役会
普通株式 45,008 5.0 平成28年８月31日 平成28年11月17日 利益剰余金

（注）平成28年10月13日取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式（平成28年

８月31日基準日：280,000株）に対する配当金1,400千円が含まれております。

 

     （２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期 

間末後となるもの 

        該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年11月30日）

      当社グループは、報告セグメントが家電製品事業のみであり、当社の業績における「その他」の重要性が乏

しいため、記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年３月１日 至 平成28年11月30日）

      当社グループは、報告セグメントが家電製品事業のみであり、当社の業績における「その他」の重要性が乏

しいため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年11月30日）

  １株当たり四半期純利益金額 28円26銭 ４円92銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
246,536 42,921

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
246,536 42,921

普通株式の期中平均株式数（株） 8,723,275 8,721,838

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２．株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式交付信託」に残存する自社の株式は、１株

当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１

株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した「役員向け株式交付信託」の期中平均株式数は、当第３四半

期連結累計期間において280,000株であります。

２【その他】

（１）中間配当

   平成28年10月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

   ①配当金の総額……………………………………45,008千円

   ②１株当たりの金額………………………………５円00銭

   ③支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成28年11月17日

  （注）平成28年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いをおこなっております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年１月10日

ツインバード工業株式会社 

取締役会 御中 

 

優成監査法人 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 加藤 善孝  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 佐藤 健文  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているツインバード工

業株式会社の平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年９月１日

から平成28年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ツインバード工業株式会社及び連結子会社の平成28年11月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年１月13日

【会社名】 ツインバード工業株式会社

【英訳名】 TWINBIRD CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 野水 重明

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 新潟県燕市吉田西太田字潟向2084番地２

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

ツインバード工業株式会社東京支社

（東京都中央区日本橋小伝馬町14番４号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役野水重明は、当社の第55期第３四半期（自平成28年９月１日 至平成28年11月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。


